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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期

第２四半期連結
累計期間

第49期
第２四半期連結
累計期間

第48期

会計期間

自平成23年
５月21日
至平成23年
11月20日

自平成24年
５月21日
至平成24年
11月20日

自平成23年
５月21日
至平成24年
５月20日

売上高（千円） 571,819 670,3721,280,494

経常損失（△）（千円） △243,289△163,994△115,281

四半期純利益又は四半期（当期）純損

失（△）（千円）
△285,424 18,795△239,591

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
△265,295 6,289 △187,160

純資産額（千円） 60,564 963,521 683,681

総資産額（千円） 3,042,1603,201,6283,340,114

１株当たり四半期純利益金額又は１株

当たり四半期（当期）純損失金額

（△）（円）

△1.19 0.06 △0.90

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） △5.2 29.3 12.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△29,569△216,301△122,343

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△11,802 △39,783 △98,422

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
93,195 48,666 427,560

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円）
195,567 143,120 350,538

　

回次
第48期

第２四半期連結
会計期間

第49期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成23年
８月21日
至平成23年
11月20日

自平成24年
８月21日
至平成24年
11月20日

１株当たり四半期純損失金額（△）

（円）
△0.45 △0.18

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第48期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの、１株当たり四半期純損失金額が計上されているため記載しておりません。

４．第49期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５. 第48期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当

期純損失金額が計上されているため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間における、各セグメントに係る主な事業内容の変更は、概ね次のとおりであります。 

①　マネジメントコンサルティング事業

　従来からの事業内容のうち、自動車業界分野・ＳＳ＆店舗ビジネス業界分野については、顧客へのサービスの

提供方法を、自社人員による直接提供から、外部委託主体に変更しております。

②　ビジネスパッケージ提供事業

　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。

③　海外戦略事業

　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社Ｌ’ＡＬＢＡホールディングス(E05141)

四半期報告書

 3/21



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

(1) 当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要

な変更があった事項は次のとおりです。（変更箇所は＿＿＿＿罫で示しております。）

　　なお、文中の将来に関する事項は、本報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものです。

①～④　省略　

⑤差押に関するリスク

　当社は、資金繰りの悪化から、法人税その他の租税債務の一部を滞納しておりましたところ、関係当局より当社

の保有する不動産の差押を受けております。当社は、これらの差押の解除に向けて、各関係当局と納付方法等につ

いて協議を行っていく予定ではありますが、各関係当局との協議が調わず、差押不動産の公売が実行された場合

には、当該公売価額と簿価との差額が特別損失等に計上されることとなり、当社グループの業績及び財政状況等

に悪影響を及ぼす可能性があります。（中略）

　これらのリスクに対して、当社は、第三者割当増資、及び発行済の新株予約権の行使その他の資金調達や、保有資

産等の売却による必要資金の確保により、現状受けている差押の解除、及び差押リスクの回避に努めてまいりま

すとともに顧客企業、取引先とのより親密な関係強化による信用不安の低減に尽力してまいる所存です。

⑥潜在株式の行使による株式価値の希薄化に関するリスク

　当社は、平成23年11月7日付で提出した有価証券届出書に基づき、第６回新株予約権（有償ストックオプショ

ン）375,000個（37,500,000株）、及び平成24年６月18日付で提出した有価証券届出書に基づき、第７回新株予約

権113,000個（113,000,000株）を発行しておりますが、平成24年11月20日現在における各新株予約権の残高は、

第６回新株予約権278,992個（27,899,200株）、第７回新株予約権105,694個（105,694,000株）であります。これ

らの潜在株式が全て行使された場合の発行済株式総数は133,593,200株であり、当四半期連結累計期間末日時点

の既発行済株式総数331,908,620株（議決権個数3,319,064個）に対する比率は40.06％となるため、１株当たり

の株式価値が希薄化され、株価形成に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2）　提出会社が将来にわたって事業を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他提出

会社の経営に重要な影響を及ぼす事象 

　　当社グループには将来にわたって事業を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在してお

ります。その内容は、当第２四半期連結累計期間において91,880千円の営業損失を計上していること及び多額の

未払債務や未払税金等があるために、当社の保有する不動産に対して、国税局等による差押等を受けていること

等であります。　

２【経営上の重要な契約等】

　　当四半期連結会計期間において、当社子会社である㈱インタープライズ・コンサルティングは、安定したサービス

提供維持を目的として、同社の退職者個人、又は退職者が新たに設立した会社との間で、業務委託契約を締結してお

ります。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）業績の状況　

　当社グループでは、当期も引き続き、「収益力向上に基づくキャッシュ・フローの改善」と「財務基盤の改善・

安定化」を重点経営課題とし、解決に向けて各種施策を進めております。

　このような中、当第２四半期連結会計期間における当社グループの売上高は、厳しい市況にもかかわらず、既存

子会社において前期と同水準の実績が確保できたこと、及び昨年末に子会社化した㈱メディマックスの業績貢献

により、幾分好転いたしました。しかしながら、マネジメントコンサルティング事業における業務委託費の増加等

の影響により、営業損失はやや拡大しております。

　また、株価の低迷から、平成24年７月に発行いたしました第７回新株予約権の行使が当初想定よりも遅れ、財務

基盤の改善・安定化については大きな進捗が見られなかった一方、資金調達時に発生する営業外費用が抑制され

た結果、経常損失は前年と比べて改善しております。

　以上の結果、売上高670,372千円（前年同四半期比17.2%増）、営業損失91,880千円（前年同四半期営業損失

41,176千円）、経常損失163,994千円（前年同四半期経常損失243,289千円）、四半期純利益は18,795千円（前年

同四半期四半期純損失285,424千円）となりました。

　

セグメントの業績は次のとおりであります。　
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① マネジメントコンサルティング事業

　当社グループの中核企業である㈱インタープライズ・コンサルティングでは、住宅・不動産業界、自動車関連業

界、その他店舗ビジネス業界を中心に「販売力強化コンサルティング」、「組織力強化コンサルティング」を展

開しております。当第２四半期連結会計期間においては、消費税増税後の需要の落ち込みを懸念した企業からの

相談が増加したことから、中期経営計画策定支援等のコンサルティングサービスの受注が増加いたしました。

　一方で、業務委託費等の増加による原価率が上昇したことから、その他のグループ各社の業績を含めたセグメン

ト全体の業績は、売上高582,523千円（前年同四半期比9.1%増）、営業損失42,228千円（前年同四半期営業損失

18,943千円）となりました。

　

② ビジネスパッケージ提供事業

　当社経営管理本部を分社化して設立した㈱ＣＯＳＭＯでは、管理部門としての役割を担う中で蓄積してきたノ

ウハウを生かし、財務・人事労務分野を中心にグループ内外の企業に対して、様々な経営課題の解決に向けての

コンサルティング事業、アウトソーシング事業を展開するとともに、「事業承継」を切り口としたＭ＆Ａ、その準

備段階としての財務改善の支援等のサービスを展開してまいりました。当期は、外部支援から当社グループの管

理体制の再強化に比重を移したことから、業績面においては前期と同様の水準で推移しております。

　また、㈱メディマックスは、テレビショッピング放送枠の年間契約の販売や、顧客の商品について番組出演者が

紹介する形態のテレビ番組及びテレビコマーシャルの制作、インターネット通販や、販売商品の広告宣伝を目的

としたホームページ等の制作業務を展開し、堅調な成績を維持しております。

　以上の結果、ビジネスパッケージ提供事業全体としては、売上高は55,768千円（前年同四半期比413.1%増）、営

業損失37,562千円（前年同四半期営業損失2,611千円）となりました。なお、売上高の前年同四半期比の大幅な上

昇は、前第２四半期累計期間においては同年12月の買収により子会社化した㈱メディマックスの実績が含まれて

いないことによるものです。

　

③ 海外戦略事業

　海外戦略事業においては、㈱インタープライズ・コンサルティングが韓国向けに再構築した当社グループのコ

ア商品である「知的生産性向上システム：ＤＩＰＳ（ディップス）」を活用したコンサルティングを展開して

おります。

　当四半期連結累計期間における業績は、売上高32,081千円（前年同四半期比18.3%増）、営業損失12,089千円

（前年同四半期営業損失19,621千円）となりました。

　

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動における資金は、216,301千円の使用（前年同期は29,569千円の使用）となりました。

　これは主に、税金等調整前四半期純利益21,149千円に対して、負ののれん発生益180,733千円、売上債権の増加

26,278千円、法人税等の支払28,987千円等があったことよります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金は、39,783千円の使用（前年同期は11,802千円の使用）となりました。

　これは主に、無形固定資産の取得による支出1,933千円、貸付けによる支出28,720千円及び関係会社株式の取得

による支出55,680千円に対して、貸付金の回収による収入33,050千円、投資不動産の売却による収入14,000千円

等があったことによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金は、48,666千円の獲得（前年同期は93,195千円の獲得）となりました。

　これは主に、株式の発行による収入170,441千円及び新株予約権の発行による収入16,174千円に対して、短期借

入金の純減少135,333千円、その他による減少2,615千円があったことによります。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前第２四半期連結会計期間末と比較

して52,446千円減少し、143,120千円となりました。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上、財務上の対処すべき課題は以下のとおりです。　　　

（変更・追加箇所は＿＿＿＿罫で示しております。）

①～④　（省略）

⑤　当社連結子会社である㈱インタープライズ・コンサルティングでは、自動車関連業界分野に係る事業部門を

中心として、当四半期連結会計期間末日までに合計27名が退職し、当社と同一の営業を開始しております。これ

により、退職者らが在籍中に担当していたコンサルティング案件のサービス提供の安定継続や、今後の新規受注

に影響を及ぼす可能性があります。

　このため同社は、退職者らが在籍中に担当していたコンサルティング案件について、継続した役務提供を行う

ことを目的として、退職者個人、又は退職者が設立した会社との業務委託契約を締結しております。また、上記独

立による売上変動については、既存子会社によるグループ内での相乗効果の創出及び拡大に努めるとともに、将

来的に成長の見込まれる分野への積極的な参画を図るため、当社グループと相乗効果が見込まれる企業の買収

を早期に進めていく方針です。

　　

（４）研究開発活動

　　該当事項はありません。

　

（５）事業のリスク等に記載した重要事象等についての分析及び対応策

　当社グループは、「１　事業等のリスク　(2）」に記載のとおり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう

な状況が生じております。

　これらの状況の解消に向け、当社グループは、平成24年７月４日に発行した権利行使により調達される資金総額

1,746,189千円の新株予約権を権利行使頂くことにより、必要な資金を調達し財務体質の健全化を図ってまいる

方針です。

　本業面においては、平成24年11月21日付で地球環境開発㈱を子会社化し、バイオマス燃料の販売事業へ参入する

準備を進めております。当社は、引き続き、新規事業をグループ内に取り込むことにより、収益性向上、企業価値を

増大させ、営業キャッシュ・フローの黒字化を目指してまいります。

　

（６）従業員数

　当第２四半期連結累計期間において、従業員数が32名減少しておりますが、この要因は自己都合退職に伴う自然

減であります。これにより、当社グループのマネジメントコンサルティング事業における従業員数は、前連結会計

年度末と比較して27名減少し、26名となりました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 766,000,000

計 766,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年11月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年12月28日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 331,908,620 331,908,620(株)東京証券取引所市場第二部
単元株式数

100株

計 331,908,620 331,908,620 － －

 （注）１． 発行済株式のうち215,904千株は、現物出資（短期貸付金債権　2,177,064千円、未収債権　524,839千円、土地

及び建物　2,663,477千円）によるものであります。

　　　２． 「提出日現在発行数」には、平成24年12月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年８月21日～

平成24年11月20日

（注）

2,600,000331,908,62020,0886,147,06120,0882,671,690

（注） 新株予約権の行使による増加であります。
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（６）【大株主の状況】

 平成24年11月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社オナーズヒル軽井沢 東京都港区南青山五丁目10－２ 53,559,500 16.13

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２－10 11,856,700 3.57

都市綜研インベストファンド株式会社 大阪市中央区北浜一丁目１－30 11,000,000 3.31

ザ バンク オブ ニューヨーク　－ ジャ

スディック ノン トリーティー アカウ

ント

（常任代理人　株式会社みずほコーポ

レート銀行　決済営業部）

ONE WALL STREET, NEW YORK, NY10286

U.S.A.

（東京都中央区月島四丁目16－13）

10,031,600 3.02

カイザーグローバルインベストメント

（常任代理人　弁護士 丸山一郎）

19 KEPPEL ROAD, #03-05 JIT POH

BUILDING, SINGAPORE

（東京都中央区築地一丁目12－22　コン

ワビル13階　東京晴和法律事務所）

9,259,200 2.78

株式会社ＭＫＭホールディングス 東京都千代田区霞が関三丁目６－14三久

ビル９Ｆ
7,930,000 2.38

エスアイエックス エスアイエス　エル

ティーディー

（常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ

銀行　決済事業部）

BASLERSTRASSE 100, CH-4600 OLTEN,

SWITZERLAND

（東京都千代田区丸の内二丁目７－１）
6,600,000 1.98

コアパシフィック ヤマイチ インター

ナショナル ホンコン リミテッド アカ

ウント クライアント

（常任代理人　香港上海銀行東京支店　

カストディ業務部）

36/F COSCO TOWER, GRAND MILLENNIUM

PLAZA, 183 QUEEN'S ROAD, CENTRAL,

HONG KONG　

（東京都中央区日本橋三丁目11－１）

5,340,000 1.60

勝又　厚志 静岡県裾野市 5,327,200 1.60

久保　喜彦 横浜市中区 4,780,500 1.44

計 － 125,684,70037.86
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年11月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式　　    1,000
－

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

完全議決権株式（その他） 普通株式  331,906,400 3,319,064 同上

単元未満株式 普通株式　　  　1,220 － －

発行済株式総数 　　　　  331,908,620 － －

総株主の議決権 － 3,319,064 －

（注）「完全議決権株式(その他）」には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が4,200株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数42個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成24年11月20日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社Ｌ’ＡＬＢＡ

ホールディングス

東京都中央区銀座

一丁目20番14号
1,000 － 1,000 0.00

計 － 1,000 － 1,000 0.00

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年８月21日から平成

24年11月20日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年５月21日から平成24年11月20日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、清翔監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年５月20日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年11月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 350,538 143,120

受取手形及び売掛金 203,408 229,686

商品 6,007 7,298

仕掛品 3,546 2,696

繰延税金資産 22,057 18,559

未収入金 287,211 338,830

その他 ※
 98,709

※
 157,655

貸倒引当金 △23,780 △22,134

流動資産合計 947,697 875,713

固定資産

有形固定資産 16,354 13,958

無形固定資産

のれん 114,701 103,457

その他 7,921 8,617

無形固定資産合計 122,622 112,074

投資その他の資産

長期貸付金 784,886 751,836

長期未収入金 1,194,961 1,195,093

繰延税金資産 4,515 5,255

投資不動産（純額） ※
 2,031,243

※
 2,015,404

その他 63,361 62,861

貸倒引当金 △1,825,529 △1,830,569

投資その他の資産 2,253,439 2,199,881

固定資産合計 2,392,416 2,325,915

資産合計 3,340,114 3,201,628

EDINET提出書類

株式会社Ｌ’ＡＬＢＡホールディングス(E05141)

四半期報告書

11/21



（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年５月20日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年11月20日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,589 23,350

短期借入金 526,198 311,677

未払金 1,286,605 1,085,419

未払法人税等 264,855 242,630

賞与引当金 41,842 32,016

その他の引当金 1,217 731

その他 428,835 409,217

流動負債合計 2,552,144 2,105,043

固定負債

役員退職慰労引当金 3,648 3,648

偶発損失引当金 79,406 109,996

その他の引当金 1,417 1,102

その他 19,816 18,316

固定負債合計 104,289 133,063

負債合計 2,656,433 2,238,107

純資産の部

株主資本

資本金 5,898,614 6,147,061

資本剰余金 2,425,736 2,671,690

利益剰余金 △7,900,281 △7,881,486

自己株式 △943 △943

株主資本合計 423,126 936,321

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2 258

その他の包括利益累計額合計 2 258

新株予約権 8,625 22,587

少数株主持分 251,927 4,353

純資産合計 683,681 963,521

負債純資産合計 3,340,114 3,201,628
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年５月21日
　至　平成23年11月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年５月21日
　至　平成24年11月20日)

売上高 571,819 670,372

売上原価 340,944 471,292

売上総利益 230,874 199,080

販売費及び一般管理費 ※
 272,050

※
 290,961

営業損失（△） △41,176 △91,880

営業外収益

投資不動産賃貸料 43,384 43,469

その他 5,590 9,091

営業外収益合計 48,974 52,561

営業外費用

支払利息 21,923 21,102

延滞税等 42,383 36,259

貸倒引当金繰入額 － 3,471

資金調達費用 7,619 15,309

不動産賃貸費用 10,641 10,953

偶発損失引当金繰入額 22,068 30,589

その他 146,450 6,989

営業外費用合計 251,087 124,675

経常損失（△） △243,289 △163,994

特別利益

債務免除益 4,507 －

新株予約権戻入益 4,704 2,208

負ののれん発生益 － 180,733

その他 129 2,598

特別利益合計 9,340 185,540

特別損失

関係会社整理損 － 396

和解金 7,300 －

その他 2,190 －

特別損失合計 9,490 396

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△243,439 21,149

法人税、住民税及び事業税 4,797 12,356

法人税等調整額 17,051 2,759

法人税等合計 21,848 15,115

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△265,288 6,033

少数株主利益又は少数株主損失（△） 20,135 △12,761

四半期純利益又は四半期純損失（△） △285,424 18,795
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年５月21日
　至　平成23年11月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年５月21日
　至　平成24年11月20日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△265,288 6,033

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △7 255

その他の包括利益合計 △7 255

四半期包括利益 △265,295 6,289

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △285,431 19,051

少数株主に係る四半期包括利益 20,135 △12,761
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年５月21日
　至　平成23年11月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年５月21日
　至　平成24年11月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△243,439 21,149

減価償却費 8,315 8,422

賞与引当金の増減額（△は減少） 7,719 △9,825

のれん償却額 － 12,744

負ののれん発生益 － △180,733

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,464 3,907

その他の引当金の増減額（△は減少） 138,606 29,788

受取利息及び受取配当金 △1,032 △581

支払利息 21,923 21,102

売上債権の増減額（△は増加） △18,149 △26,278

たな卸資産の増減額（△は増加） 12 △441

仕入債務の増減額（△は減少） － 20,761

未払金の増減額（△は減少） 84,556 36,672

その他 △16,265 △119,410

小計 △20,217 △182,719

利息及び配当金の受取額 469 416

利息の支払額 △236 △5,010

和解金の支払額 △5,550 －

法人税等の支払額 △4,035 △28,987

営業活動によるキャッシュ・フロー △29,569 △216,301

投資活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の取得による支出 △4,157 △1,933

投資有価証券の売却による収入 1,200 －

関係会社株式の取得による支出 － △55,680

貸付けによる支出 △20,022 △28,720

貸付金の回収による収入 11,300 33,050

敷金及び保証金の回収による収入 2,050 －

投資不動産の売却による収入 － 14,000

その他 △2,173 △500

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,802 △39,783

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 97,765 △135,333

株式の発行による収入 － 170,441

新株予約権の発行による収入 － 16,174

その他 △4,569 △2,615

財務活動によるキャッシュ・フロー 93,195 48,666

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 51,823 △207,417

現金及び現金同等物の期首残高 143,744 350,538

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 195,567

※
 143,120
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【継続企業の前提に関する事項】

当社グループは、引続き厳しい経営環境のなか、財務体質改善に向けて、収益性の向上とキャッシュ・フローの改善

にグループの総力をあげて取組んでおりますが、当第２四半期連結累計期間において91,880千円の営業損失を計上し

ております。また、多額の未払債務や未払税金等があり、税務当局から当社グループ保有の重要な資産の差押を受けて

おります。

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

これらの状況の解消に向け、当社グループは、平成24年７月４日に発行した権利行使により調達される資金総額

1,746,189千円の新株予約権を権利行使頂くことにより、必要な資金を調達し財務体質の健全化を図ってまいる方針

です。

本業面においては、平成24年11月21日付で地球環境開発㈱を子会社化し、バイオマス燃料の販売事業へ参入する準

備を進めております。引き続き新規事業をグループ内に取り込むことにより、収益性向上、企業価値を増大させ、営業

キャッシュ・フローの黒字化を目指してまいります。

しかしながら、新株予約権の権利行使等は、株価等の影響を受けるものであり行使の時期等によっては資金計画の

実現可能性に重要な不確実性があります。また、新たな事業をグループ内に取り込むためには、そのための資金調達が

実現できることを前提としております。当該状況のため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を四半期連結財務諸表には反映しておりません 。

　

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　該当事項はありません。

 

 

【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更） 

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常利損失び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微で

あります。　

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　資産の差押

未納税金等について差押を受けている資産は以下の通りです。

前連結会計年度
（平成24年５月20日）

当第２四半期連結会計期間
（平成24年11月20日）

　仮払金 1,123千円 　仮払金 42千円

　投資不動産 2,031,243千円 　投資不動産 2,015,404千円

計 2,032,366千円 計 2,015,447千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年５月21日
至　平成23年11月20日）　

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年５月21日
至　平成24年11月20日）　

役員報酬 34,221千円 33,921千円

従業員給与 65,381 70,472

旅費交通費 12,958 8,023
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

  
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年５月21日
至　平成23年11月20日）　

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年５月21日
至　平成24年11月20日）　

現金及び預金勘定 195,567千円 143,120千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 195,567 143,120

　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成23年５月21日　至　平成23年11月20日）

１．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成24年５月21日　至　平成24年11月20日）

１．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、当第２四半期連結累計期間において、平成24年７月4日を払込期日とする第三者割当増資を実施

し、また第７回新株予約権の権利行使による払込を受けました。

これにより、資本金が248,446千円、資本準備金が245,953千円増加し、当第２四半期連結会計期間末におい

て、資本金が6,147,061千円、資本剰余金が2,671,690千円となりました。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成23年５月21日 至平成23年11月20日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
(注)１　

四半期連結
損益計算書
計上額(注)２

マネジメント

コンサルティ

ング事業

ビジネス

パッケージ

提供事業

海外戦略事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 533,84210,86827,108571,819 － 571,819
セグメント間の内部売上高
又は振替高

86 63 － 150 △150 －

計 533,92910,93127,108571,969△150 571,819

セグメント損失（△） △18,943△2,611△19,621△41,176 － △41,176

（注）１．調整額△150千円は、セグメント間取引の消去であります。

２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。　

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成24年５月21日 至平成24年11月20日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：千円）

 

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額(注)

マネジメント

コンサルティ

ング事業

ビジネス

パッケージ

提供事業

海外戦略事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 582,52355,76832,081670,372 － 670,372
セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 582,52355,76832,081670,372 － 670,372

セグメント損失（△） △42,228△37,562△12,089△91,880 － △91,880

（注）セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。　
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（金融商品関係）

　金融商品の当四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額および前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と

時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。　

　

（有価証券関係）

　有価証券は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。　

　

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年５月21日
至　平成23年11月20日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年５月21日
至　平成24年11月20日）

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

（△）
△1円19銭 0円6銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
△285,424 18,795

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
△285,424 18,795

普通株式の期中平均株式数（株） 240,304,716 321,984,488

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

第４回新株予約権（52,800千

株）。

平成23年７月30日をもって、権

利行使期間満了により失効し

ております。　

第７回新株予約権（105,694千

株）。

　

　

　

（注）　前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。また、当第２四半期連結累計期間の潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年12月28日

株式会社Ｌ’ＡＬＢＡホールディングス

取締役会　御中

 清 翔 監 査 法 人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 倉岡    隆典　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 近　      暁　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｌ’ＡＬＢＡホールディングスの
平成24年５月21日から平成25年５月20日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年８月21日から平成24年11月20日まで）及び第
２四半期連結累計期間（平成24年５月21日から平成24年11月20日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結
損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ
る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半
期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務
諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表
の作成基準に準拠して、株式会社Ｌ’ＡＬＢＡホールディングス及び連結子会社の平成24年11月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する
第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め
られなかった。
　

強調事項 

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当第２四半期連結累計期間において91,880千円の営業損失を計上している。また、
多額の未払債務や未払税金等があり、税務当局から会社グループ保有の重要な資産の差押を受けている。当該状況により、継続企業の前提に重要な
疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及
び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよ
うな重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。 
　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 
　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上

　

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管

しております。

　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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